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SUMMARY

The fi rst purpose of this article is to clarify the change of agricultural subsidies in Japan and 
Korea in the period of globalization. The second is to identify the diff erence and its cause. In this 
article, I consider that the trend of the subsidy amount is aff ected by the subsidy system, which is the 
domestic political structure that determines the subsidy policy. It was necessary to clarify the subsidy 
system in order to consider the reason for the change in subsidy amount. As an analytical framework, 
I used the modifi ed Mahoney and Thelen models of which characteristics of both the political context 
and the institution drive gradual institutional change. The political context refers to the diff erences in 
veto possibilities in the wake of institutional change, and the characteristics of the institution refers to 
the extent of discretion in institutional enforcement（Mahoney and Thelen 2010）. 

Firstly, the agricultural subsidies of Japan have decreased since the late 1990s, and those of 
Korea have expanded. Japan’s agricultural subsidy system has tried to shift the emphasis from the 
profi t-sharing system to the modernization of agricultural policy starting in the mid-1980s. However, 
it was only in the late 1990s that the change gradually occurred. Since then, it has slowly transformed 
into the modernization and selective distribution system of Japan. On the other hand, Korea had 
no eff ective policies besides the food production policies in the 1960s. Korea’s agricultural subsidy 
system shifted the emphasis from the modernization system in the 1970s to securing the livelihood 
of farmers, such as rural welfare and living environments in the late 1990s. This was not a sudden 
change, but an incremental change while maintaining the features（modernization）of the existing 
system. 

Secondly, the change in the agricultural subsidy systems of Japan and Korea stemmed from 
the eff ects of the existing systems. Also, there were impacts from the political context formed by 
Japan's（1）deterioration of the fi scal defi cit problem and continuous pressure regarding international 
liberalization,（2）election system reform,（3）administrative and fiscal reform, and（4）the 
emergence of Prime Minister Koizumi, who was exceptionally popular. The change in Korea was 
also affected by the political context which was caused by（1）the democratic conversion from 
authoritarianism, and（2）rapidly implemented policies in the face of globalization. Finally, there was 
the eff ect of the characteristics of the institution. Japan’s agricultural subsidy system has provided 
a high level of discretion to enable bureaucrats to perform diff erently from the original purpose of 
the system. On the contrary, Korea’s agricultural subsidy system has not given enough discretion to 
bureaucrats to deviate from the original form of the system.
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はじめに

　本稿の目的は、グロ－バル化の中で補助金の動
向がどのように変化したか、各国の補助金の動向
の相違の理由は何かを説明することにある。
　補助金とは、特定の目的を達成するために、地
方公共団体または、民間法人、個人などに給付
する国の一方的貨幣給付である（宮本　1990：
7；今村　2003：42）。近年の新自由主義や市場
化に代表されるグローバル化の動き 1、また、世
界 貿 易 機 関（World Trade Organization, 以 下
WTO）に代表されるような補助金に対する共通
のルールの適用は、補助金に対する「縮小」の圧
力となった。他方で、グローバル化の配分的影響
による弱小セクターの拡大、国外からの影響を受
けやすくなる点から補助金が「拡大」しやすくな
った側面もある。補助金がグローバル化の影響に
よって、縮小と拡大の圧力を同時に受けるように
なったといえる。この相反する２つの圧力を反映
し、補助金配分をめぐる政治的過程においてグロ
－バル化に適応するための市場化路線と、その影
響を緩和する政策のせめぎ合いが続いている。
　グローバル化による補助金の変化を扱う事例と
して、本稿では、日本と韓国における農業補助金
を取り上げたい。後述するように、日本と韓国は、
貿易自由化と推進する上で類似性の高い国である。
また、農業はグローバル化の影響を最も受ける分
野である。農業は、行政的・テクニカルな影響が
強い福祉・教育に比べ、政治的決断や政策的配慮
などの余地が多く残されている分野でグローバル
化による国内の配分的な影響を考える上でふさわ
しい分野だと考えられる。
　日本の農業補助金は、80 年代まで増え続け、
90 年代に補助金整理や改革が進められたが、本
格的な縮小にはならなかった。しかし、2001 年
に小さい政府を目指す小泉政権の誕生とともに財
政改革が進められ、2008 年のリ－マンショック
が起こる前まで補助金の縮小に成功した（図 3-1）。
他方で韓国の場合、従来の農業補助金は、権威主
義体制のもと需要を十分反映していなかったが、
90 年代になって民主主義政権の財政政策やグロ

－バル化の影響を受け、様々な需要を反映し補助
金が急増した（図 4-1）。
　90 年代以降の貿易自由化において、補助金金
額の動向が、日本では縮小し、韓国では拡大した
のはなぜか。本稿では、既存の制度、変化に対す
る拒否の程度という政治的コンテクスト、制度の
特徴（裁量権）の側面からの説明を試みる。
　次章から補助金に関する先行研究を検討し、農
業補助金を扱う理由を明らかにする。本稿では、
補助金政策を決定する国内政治構造である補助金
体制によって補助金金額の動向が影響を受けると
捉える。補助金金額の変化の理由を考察するに
は、補助金体制を明らかにする必要があると考え
る。第２章では、政治的コンテクストと制度の特
徴を重視した本稿の分析枠組を提示する。第３章、
第４章では、日本と韓国のそれぞれの農業補助金
体制の変化について分析する。第５章の結論では、
本稿をまとめと議論の意義について述べる。グロ
ーバル化に伴う日韓の農業補助金体制の変化を追
うことは、グローバル化に対して類似する対応を
してきたとされる国々の貿易自由化の進展と国内
政策の関係に関して有意義な事例を提示できると
いう点から意味があると考えられる。

第１章　先行研究と農業補助金

補助金体制に関する先行研究
　従来の補助金に関する先行研究は、主に経済学
の理論からその妥当性を探る研究、政治的観点か
ら補助金の配分に関する研究が多数を占めてき
た。例えば、補助金について経済的アプロ－チを
する研究（Pigou 1920；Fisher 1988；Harrington 
1993；Beer and Moor 2001）の中で、ベアとモ
アは、政府補助金がどのように政策失敗をもたら
すのかについて、経済的・政治的アプロ－チから
分析している。政治的観点から補助金の配分につ
いて説明する研究は、主に地方向け補助金の配
分の特徴に関するものが多い。地方政府への補
助金配分の決定要素に関する研究（Aronson and 
Hilley 1986;Kamer 1983；Hepworth 1984）のな
かで、へプウァスは、地方への補助金配分に影響
を及ぼす要因として、補助率の体系、代替収入源、
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地方政府の組織、地方政府のサ－ビス形態、地域
活動における自立の必要性、地方政府の裁量性を
挙げる（Hepworth 1984：45-7）。
　日本の地方補助金の配分の特徴について論じ
る先行研究は、政治の影響（例えば、政権の維
持、選挙での勝利）を強調する研究（カルダー
　1989；広瀬　1993；小林　1997；土居　2000；
斉藤　2010）と中央と地方の相互依存関係を説明
する立場の研究に分けられる（村松 1988；加茂 
1990；鈴木　1977）。前者として、広瀬は、自民
党の一党長期政権という特異な現象は、補助金の
集票効果に支えられ、地方自治を阻害してきたと
いい（広瀬 1993：13-31，200）、小林は、地方政
府の支出に中央の政治家がどの程度影響を与えて
いるかを計量分析により明らかにしている（小林
　1997：134-45）。後者として、村松は、補助金
に関して自治体の役員を対象にアンケ－トを行っ
た結果、「補助金が自主的な行政運営を阻害して
いる」とはいえないと述べている（村松　1988：
144-57）。韓国では、80 年代までの地方政府への
補助金の配分において中央政府の影響力が大きい
とみる見解が圧倒的に強く、ほとんど定型化さ
れた事実とされている（이영조　1992；전상경　
1995）。
　以上のような補助金に関する先行研究の蓄積か
ら、補助金が今まで主に国内の問題として扱わ
れ 2、本稿が関心をもつ、近年の補助金体制の変
化に関する国家間の比較研究は、ほとんど説明が
なされてないことがわかる。
　さらに、以下では、補助金の先行研究を踏まえ、
近年の日韓の補助金政策の相違を説明できる次の
２つの国内要因を想定して検討していきたい。
　第１に、日本と韓国の産業政策など発展段階の
違いが、グロ－バル化における補助金政策の違い
をもたらすという考えがある。宮本（1990：17-
36）は、補助金政策が、日本の時代毎の政治経済
の特徴を反映する形で変わってきたと説明する。
以上の説明を日韓の補助金政策の違いに適用する
と、両国の国内の発展段階が異なったために、グ
ロ－バル化といった変化の中で、日韓が異なる対
応をするようになったのではないかと想定できる。
産業政策という側面からいうと日本の場合は、高

度経済成長期を経た後に直面した２回のオイルシ
ョックを経験した後に 80 年代から政府の積極的
な介入が衰退していったという現象を見せている
のに対して、韓国は、日本に比べて産業が未熟な
状態であるがために、多様な形態で政策調整の現
象が現れている（廉　2001：222）。
　しかしながら、両国の発展段階をもってすべて
を説明することは難しい。産業の発達段階と別
に、補助金配分における政治の影響力を看過でき
ない。カルダ－も、官僚の影響力の強い長期的な
目標を掲げる産業分野は、政局の影響をさほど受
けることなく、段階的な進展を続けてきたが、農
業、公共事業、社会保障、地域振興などへの振興
補助金は、政策の流れによる偶発的な動きが多く、
突然の変化に溢れていると指摘する（カルダー　
1989：172-4）。また、韓国の場合、産業が未発達
の段階にあり、あらゆる分野に補助金が必要であ
った 70 年代、80 年代の時代には、補助金が少量
増える程度に留まり、90 年代以降急増したこと
から（図 4-1）、産業の発達過程における補助金の
必要性より、補助金配分をめぐる政治的体制や関
連制度といった他の要因が重要であるといえる。
　第２に、日韓の国内政治制度の違いによって
90 年代以降の補助金体制の変化が異なる展開を
見せるという説明ができる。日韓の代表的な違い
として、日本は議院内閣制、韓国は大統領制の政
治制度という点があり、制度上の違いから、日本
では、権力分散的な性格が強調され、韓国では、
大統領を中心とする権力の集中があり、独裁制を
招きやすいという比較がしばしば行われてきた

（飯尾・増山　2004：84）。実際に補助金配分にお
ける大統領の決断は影響力が大きく、代表的な例
として、韓国の農業補助金は、金泳三大統領の
対策（42 兆ウォン規模、1992 年）3、金大中大統
領の農業対策（45 兆ウォン規模、1999 年）4、盧
武鉉大統領の農業対策（119 兆ウォン規模、2003
年）によって増加に向かった（農林部　2003：2）。
　ところが、英米の政治制度の比較では、大統領
制は権力集中を排除し、議院内閣制は首相を中心
とする内閣に権力が集中すると理解される（飯
尾・増山　2004：84-5）。しかし、日本と韓国で
は、政治構造における行政府優位と政党政治の弱
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さという共通の要因から、弱い議院内閣制と強い
大統領制という英米とは逆の結果になっている。
つまり、日韓では、議院内閣制と大統領制という
制度の違いが権力分立制の厳格さの違いとしてで
はなく、官僚組織の性格の違い（合議制機関か独
任制機関か）、また日本の立法過程における政党
の利益・意見集約機能の弱さ、韓国における政党
の地位の低さなどの制度的要因ゆえに、弱い議院
内閣制と強い大統領制という違いとなって表れて
いるという（飯尾・増山　2004：111）。
　要するに、現在の国内制度が大統領制か議院内
閣制であることより、過去から続けられた日韓の
官僚組織の違いに基づく政策決定構造、利益・意
見集約機能の違いという国内構造、すなわち、補
助金制度をめぐる国内構造の方が、両国の補助金
変化の違いを説明できる有効な仮説であると考え
られる。
　そこで本稿で取組む課題は二つある。一つ目
に、補助金政策が今まで国内の問題とされてきた
のに対して、90 年代以降の補助金体制の変化に
ついては、新しい要因（グロ－バル化）の影響も
同時に考慮する必要がある。二つ目に、グロ－バ
ル化時代の補助金体制の相違の原因を探求するに
は、国内の制度やアクタ－にどのような政治的・
制度的制約や条件が課されてきたかも、分析に含
める必要があると考える。すなわち、アクタ－の
政策選好の形成については、歴史的・制度的な文
脈からの国内構造の検討が重要になる（Thelen 
and Steinmo 1992:8－10）。

なぜ日本と韓国の農業補助金なのか
　本稿の扱う事例は日本と韓国における補助金体
制の中でも農業補助金である。まず日本と韓国を
取り上げる理由として、第１に、両国が対外経済
関係において近年まで消極的に貿易自由化を推進
する類似性の高い国であることが挙げられる。日
本と韓国は共に輸出を通して経済発展してきた経
験があり、経済的観点から自由貿易を掲げる国際
協定に参加せざるを得ない立場でもある。WTO
のような国際交渉の場で「最低限のコメ自由化」
のような共通の目的をもち、互いの「自由化の
度合い」を意識しながら交渉を行ってきた 5。第

２に、近年韓国が自由貿易協定（Free Trade 
Agreement, 以下 FTA）を積極的に推進してい
る一方で 6、補助金が拡大、日本は縮小している
ことから（図 3-1、図 4-1）、日韓の事例を比較検
討することは、貿易自由化と国内政策の関連につ
いて示唆する部分があると考えられる。韓国では
2018 年 11 月現在、アメリカ、インド、EU、中
国といった巨大市場と相次いで FTA が合意に達
している 7。それに対して日本では、アジアを中
心に 15 カ国と FTA を締結したが 8、全体貿易
量に占める FTA のカバ－比率は、韓国に比べ低
い水準である 9。他方で、日本ではグローバル化
による補助金の「拡大」より「縮小」の圧力が
2000 年代からより強く表れた（図 3-1）。韓国で
は、グローバル化による「拡大」の圧力が「縮
小」より大きく表れた（図 4-1）。グローバル化
のルールからすれば、補助金は縮小されるべきも
のである。しかし、日韓の例でみると、実際には、
補助金を拡大させる方が貿易自由化の進展に貢献
するといえるのだろうか。
　第３に、両国の地方財政制度上の制度的出発点
の類似点から体系的な比較が可能であることが挙
げられる。まず一つ目に、二カ国とも比較的強い
中央集権国家であり、補助金が政策達成手段と
して果たす役割が大きいという点で共通している。
例えば、日韓ともに地方政府の仕事の大半が中央
からの機関委任事務という長い歴史をもっており

（遠藤　2003：4；윤재선　2006：112）10、地方政
府にとって補助金は委任事務を遂行する上で欠か
せないものだった。二つ目に、日韓における補助
金体制を含む地方財政制度の導入段階の類似性
がある。1950－60 年代の韓国の行政システムは、
一部アメリカの制度を参考にしたが、予算会計に
関する制度はほぼ日本の制度をそのまま導入した
とされる（財務部　1967：11；金　1996:248；신

무섭　2007：175）11。
　次に農業を取り上げる理由についてみると、第
１に、農業は、グローバル化の影響を最も受ける
分野である。農業は、日韓の全体的な産業構造か
らすると脆弱な分野に該当する 12。一方で食の安
全確保という観点から日韓において農業は保護す
べき産業とされてきた。こうした農業の特徴から
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日本と韓国が WTO の交渉を行った際、もっと
もネックになった分野もやはり農業であった。近
年の FTA 交渉の際にも農業の自由化の程度によ
って交渉の進展が左右されることがたびたびあっ
た。例えば、日本では TPP やメキシコとの FTA、
韓国では、チリやアメリカとの FTA の交渉の際、
農業をめぐるさまざまな議論が行われた。こうし
た自由化への圧力の中で、日本と韓国は、それ
ぞれ国内の農業制度（例えば、日本の食糧管理法、
韓国の政府買入制の廃止）を変更させ、補助金を
縮小もしくは、拡大させてきた。日本と韓国の補
助金体制がグローバル化の影響で変わりつつある
中で、もっとも影響を受けた農業補助金の具体的
な変化を追うことは、全体的な変化を見ることに
おいても意味がある。
　第２に、日本と韓国における農業補助金の存在
の大きさがある。日韓ともに農業人口が減りつつ
も農業補助金の比重は大きいまま維持されている。
日本の場合、1970 年に農家の世帯員が全人口中
の 25% に達していたが、2015 年には 3.8% まで
減った 13。韓国の総農家人口の場合、1970 年に
全人口中 45.8％まであったが、2015 年に５％ま
で下がった 14。ところが、近年の日本の分野別
補助金の比重を見ると、農業補助金は、2000 年
代以降も５% 近く占めていることが分かる（図
2-3）。韓国の分野別補助金の比重を見ても 2000
年代以降も９% 近くまで占めている（図 2-4）。
福祉・教育のような行政的・テクニカルな影響が
強い分野に比べると、農業補助金は政治的決断や
政策的配慮などの余地が多く残されている分野で
ある。すなわち、農業は、グローバル化による国
内の配分的な影響を考える上で適している分野だ
と考えられる。
　最後に、日本と韓国の農業補助金は、既存の補
助金体制の性質をそれぞれ最も代弁している分野
でもある。日本の補助金は、利益配分の性質が高
いとされてきたが、その代表的な分野が農業補
助金でもある 15。石川・広瀬（1989：155-60）は、
80 年代の補助金削減が、主に厚生省や文部省が
所管する国民保健などの社会保険、年金、児童手
当、義務教育費のような制度的な補助金に集中し、
集票機能があるとされる、公共事業や農林水産費

のような政策的な補助金がむしろ温存されたと指
摘する 16。他方で、韓国の場合トップ・官僚によ
る一方的な配分が特徴であるが、農業補助金は、
朴正熙大統領の主導で始まった農業近代化施策で
ある「セマウル運動」をきっかけに農業補助金が
一気に増え始めた経緯がある。すなわち、農業補
助金は、産業の近代化を政府主導で一気に進める
という韓国補助金体制の特徴をそのまま持ってい
るといえる。
　農業のグローバル化との密接な関係、農業補助
金の特殊性や全体の補助金を代表する特性のゆえ
に、本稿の目的を検証する分野として農業が最も
適合していると考える。
　最後に、本稿で捉える農業補助金の定義をみ
る。補助金とは、日本の場合、旧大蔵省主計局・
財政調査会より公刊されている『補助金総覧』の
補助金のうち国内を対象とする一般会計、特別会
計上のもの、政府関係機関への委託費の合計であ
る。韓国の場合、日本と同様に財務部等が公刊す
る『決算概要』の一般会計、特別会計上の民間と
自治体に対する補助金、基金や政府機関への政府
出捐金の合計である 17。そのなかで農業補助金と
は、日本と韓国の同様に農林水産省や農林畜産食
品部の一般財源である地方交付金を除外した一般
会計、特別会計上の民間と自治体に対する補助金、
基金や政府機関への政府出捐金の合計になる（図
2-3、図 2-4）18。

第２章　分析枠組と本論文の議論
　本稿では、日本と韓国の農業補助金体制の変化
と相違の原因を探るために、歴史的制度論に基づ
く経路依存性の概念が有効であると考える 19。近
年経路依存性の概念は、ある特定の政策の発展を
過去の政策決定や歴史的に形成されてきた制度と
関連づけて説明する際しばしば用いられるように
なった。マホニ－によると経路依存性とは、偶発
的なある過去の出来事がきっかけになり、制度の
経路が始まり、その後の特定の結果が導かれると
いう歴史的な因果関係を示している（Mahoney 
2000：507; Mahoney 2001 : 4-11）。
　制度の生成に関する経路依存過程が「上流」で
あるとすれば、制度の変化は、経路依存過程の
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「下流」ともいえる（ピアソン　2010：67）。その
変化の中でも外部からの大きい出来事やフォー
マルな制度改革なしで進められる漸進的な制度
変化について、2000 年代から議論が重ねられて
きた 20。代表的なものとしてマホニ－とセ－レン
は、政治的なコンテクスト、タ－ゲットとなる制
度の特徴、変化を起こすアクタ－に注目した（図
2-1）（Mahoney and Thelen 2010：14-31）。政治
的コンテクストは、制度が変化する際に直面する
拒否グル－プの相対的な影響力を指す。制度の特
徴とは、制度運営者が持つルールを解釈または
執行する裁量権の度合いを意味する（Mahoney 
and Thelen 2010：18-22）。最後に主要なアクタ
－とは、既存制度を維持しようとするか、制度の
本来の目的に関心があり、ル－ルを遵守してい
るかによって４つのタイプに分けられ 21、制度変
化に影響を及ぼす（Mahoney and Thelen 2010：
22-7）。図 2-1 は、３つの要因が制度変化に結び
付く関係を示している（Mahoney and Thelen 
2010：15）。
　図 2-1 で見るようにマホニ－とセ－レンは、政
治的コンテクストがアクター（defender）に
どの程度の変化に対する拒否の可能性（veto 
possibilities） を 与 え て い る か、 タ － ゲ ッ ト
となる制度がアクターにどの程度の裁量権

（discretion）を与えたか（制度の特徴）、アクタ
－が、既存制度を維持しようとするか、制度の本

来の目的に関心があり、ル－ルを遵守している
かによって、変化のタイプに相違があるという

（Mahoney and Thelen 2010：18-22）。
　この分析枠組は、次のような長所がある。第１
に、各国に頻繁におこる緩やかで複雑な変化の
プロセスの説明が可能になり（Jacobs 2010: 98）、
この枠組を通して様々な要因が絡み合う複雑な各
国の現状の相違を比較できる。第２に、外生的な
プロセスだけでなく、制度変化における内部要因、
すなわち、制度がアクタ－にどれぐらいコンプラ
イアンスを要求しているかまで取り入れた変化の
説明が可能になる（Mahoney and Thelen 2010: 
10-2）。
　さらに、この枠組を日本と韓国の補助金体制の
変化に当ててみると次のような利点がある。第１
に、このモデルは、過去から続く政治的特徴が現
在まで影響を与えるという前提から、政治的コン
テクストという要因を枠組の中で設定しており、
近代の日韓の異なる政治的特徴が 90 年代以降の
補助金体制まで影響を及ぼす過程の分析が可能に
なる。第２に、この枠組の制度を本稿の事例であ
る補助金体制に適用すると制度変化の概念は、90
年代以降補助金体制の変化と類似していることが
わかる。マホニ－とセ－レンは、制度は自己強化
的（self-reinforcing）というより、制度の起源は

「曖昧な妥協（ambiguous compromises）」の結果
であり、いつでも変化が起こる可能性を内包し
ていると説明する（Mahoney and Thelen 2010: 3，
7）。実際に大きい分岐点をもとに日韓の補助金体
制が異なる方向に展開したというより、国内構造
の違いと多様なアクタ－の利益が複雑に絡み合っ
た政治コンテクストの妥協の結果、補助金体制が
徐々に変化したと見た方が実態に近い。
　ただ、以上の枠組を本稿で採用するにあたって
次の３つの課題がある。第１に、拒否をめぐる政
治的コンテクストと裁量権という概念の曖昧さで
ある。政治的コンテクストとは制度変化をめぐ
る拒否の程度であり、強力な拒否のアクタ－出現
や制度的な拒否の可能性も含む（Mahoney and 
Thelen 2010:18-9）。変化によって影響を受けうる
アクタ－の選好や拒否をめぐるすべての制度や状
況が含まれるという点において広義の概念でもあ

［図 2-1］　制度変化を説明するフレ－ムワ－ク

出所：Mahoney and Thelen（2010：15）Figure I.I
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る。
　そこで本稿では、日韓両国の国内構造の相違に
関する先行研究から政治的コンテクストの拒否の
度合いに影響する２つの要素を指摘しておきたい。
一つ目が、政策決定過程における日韓の大きな相
違点として、日本の「ボトムアップ」政策決定構
造と韓国の「トップダウン」の構造がある（新
川・大西　2008：274）。日本のボトムアップ政策
決定構造では、各段階でのコンセンサス決定を基
本とし、既得権集団によって拒否権を行使される
機会が大きくなる（野中 2008：37）22。一方、韓
国では、政策決定において民主化以前及び以降も
大統領が最も強い意志決定権者である（中野・廉　
1998：81）。したがって、大統領が最終判断を下
した政策変更が強い拒否に遭遇する可能性は低い
とされてきた。
　二つ目に、日本の団体は、政党や官庁を通じて
系列化（政府と利益団体の関係が緊密）が進んで
いるのに対し、韓国の団体は官僚や政党との関係
が多様で系列化されているとは言えない（政府と
利益団体の関係に距離感がある）という点がある

（辻中・崔　2004：282-95）23。この政府と利益団
体の関係を考慮すると、制度の変化の際、日本の
団体の方が韓国の団体より強い拒否権を行使でき
るといえる。ただ、韓国の団体は、体制権力では
ないものの、デモ抗議や集会などを通じて強い反
対勢力として発展することもある。
　次に、制度の特徴、すなわち、裁量権という概
念についてみると、裁量権にはルールを作る能力

や既存のルールの有無、裁量の対象など様々な概
念が含められることがわかる。マホニ－とセ－レ
ン（Mahoney and Thelen 2010：20-1）は、裁量
権とは自らル－ルを解釈し執行する能力を指すと
しているが、それでもその強弱を推定するには曖
昧な部分が残る。そこで本稿では、裁量権とは制
度の実際の運営者（本稿では官僚）がル－ルを執
行し制度本来の目的と異なる方向に導くほどの裁
量があるかどうかに着目して検討する。
　第２に、セ－レン等が説明する「変化を主導す
るアクタ－（Agent of Change）」の特性は、時
間とともに変わる可能性があり特定が難しいとい
う点である。そもそも実際にアクタ－が制度本来
の目的に関心があるとしてもそれを行動として表
さない限り、アクタ－の意図がわからない。本稿
では、図 2-1 の経路 I だけを採用し、政治的コン
テクストがアクタ－の行動に影響を与えると考え、
その中で主要アクタ－の行動を検討することにし
たい。
　最後に、セ－レン等が説明する政治的コンテク
スト、制度の特徴、アクタ－のタイプをもって制
度変化のタイプを特的することは、制度変化のプ
ロセスを明確化できる点で意味がある。ただ、本
稿では、農業補助金政策の変化とその違いの理由
に焦点を当てて制度変化のタイプを特定せず、政
治的コンテクスト、制度の特徴を通して制度変化
を分析する。ここでの制度変化とは、農業補助金
体制における制度の主な目的が変わる現象を指す。
主な法律や政策内容の変化によって補助金金額が

［図 2-2］本稿の制度変化を説明するフレ－ムワ－ク

出所：Mahoney and Thelen（2010：15）Figure I.I を基に著者修正
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増減することも含まれる。図 2-2 は、マホニーと
セーレンのモデルに一部修正を加えた本稿の分析
枠組である（Mahoney and Thelen 2010：14-32）。
この分析枠組を通してグローバル化の流れに対し
て日韓の農業補助金体制がどのような制度変化を
起こしたか検討する。

第３章 日本の 農業補助金体制の変化

第１節　農業補助金体制の制度変化の特徴 24

　日本の農政の基本となる農業基本法の第一条で

は、「他産業との生産性の格差が是正されるよう
に農業の生産性が向上すること」を農政の目標と
して掲げた。しかし同時に第一条は、「農業従事
者が所得を増大して他産業従者と均衡する生活を
営むことを期することができること」をも目標と
して掲げた。基本法の第二条が列挙した目標達
成のための８大政策のうち６つは、生産・流通の
合理化や規模の拡大など農業近代化の施策である
ことから、農民の生活保障の目標も、農業の近代
化を通して達成するというのが、本来の基本法の
趣旨だったと考えられる。ところが近代化によっ

［図 2-4］韓国農林蓄産食品関連部所管補助金の比重（1965－2015 年、５年ごとの平均） 単位：%

注：１．補助金は、「一般会計」、「特別会計」の補助金と政府出捐金の合計。金額は『決算概要』の各年最終決算値を使
用
２．全体の補助金を地方自治、環境、経済産業、公共事業、文教及び科学振興、社会保障、農業、その他の関連省所管補
助金に分類した。
出所：金（2017：52）

［図 2-3］日本農林水産関連省所管補助金の比重（1965－2015 年、５年ごとの平均） 単位：%

注：１．補助金は、一般会計、特別会計上の補助金、負担金、交付金、補給金、委託費の合計。補助金の金額は各年度最
終予算値、2015 年度は当初予算
２．全体の補助金を地方自治、環境、経済産業、公共事業、文教及び科学振興、社会保障、農業、その他の関連省所管補
助金に分類した。
出所：金（2017：47）
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て補助金を必要としない農業をめざしたはずの農
政は、60 年から年々増える補助金や高い価格保
証によって特徴付けられるようになっていくので
ある（図 3-1、表 3-1）。農業補助金の多くは、そ
のためのインフラ整備のために使われるべきであ
った。ところが、60 年代に農民を支持基盤とす
る自民党政権は、農業の近代化よりも、コメなど
の生産者価格引き上げによる農民の生活保障を急
いだ。高くなった生産者米価によって 60 年代以
降「逆ざや」の現象が起こると、今度は生産過
剰状態のコメを生産調整（減反・転作）するた
めに 25、さらに補助金を使うという状態であった

（表 3-1）26。
　日本の農業補助金が、日本独特の水利に関わる
歴史的経験と戦後の農民と政治家との間の緊密な
政治力学を背景に（カルダ－ 1989：203-5）、地
方自治体や農協を通して配分されたことも（今村 
1989：130-4）、個々の農家の効率性の向上よりも、
農協や農村全体への利益誘導を強める作用を果た
した（カルダー　1989：204-11）。さらに農産物
に対する輸入禁止・制限措置による保護も継続さ
れたので、近代化・効率化へのインセンティブが
働かなかった。こうした措置によって、農業の近
代化が不十分なまま、農民の生活改善が進んだの
であった。その結果制度の本来の目的であった農
業近代化が進まないまま、制度の形態だけは維持
される状態が 60 年代後半から 80 年代前半まで続
いたと考えられる。
　しかし、こうした状態は 80 年代半ば以降に変
わり始めた。国家財政の赤字拡大に反対する国内
の圧力と 27、農産物の輸入自由化を求める国外か
らの圧力の下で 28、農政の保護主義的な側面が少
しずつ変わり始めたのである。補助金拡大の主な
原因であった生産者米価の抑制が始まり、80 年
代後半には大幅に引き下げられるようになった

（表 3-1）。1990 年からは、自主流通米に入札制
度が導入され、1995 年には食糧法によって政府
管理米が廃止された（薬師寺 2003）29。また、認
定農業者と法人を重視する「新しい食料・農業・
農村政策の方向（以下新農政）」（1992 年）が打
ち出され（石原 2008：31-3）、1995 年には WTO
合意に基づくコメの部分的輸入自由化が始まっ

た。この一連の政策刷新は、明らかにそれまでの
流れとは異なるものであった。しかしこの政策刷
新は全く新しい制度への変化をもたらしたわけで
はなかった。コメに対する政府の直接管理は廃止
されたものの、コメ取引において農協は相変わら
ず重要な役割を果たし続け、入札制度が導入され
たと言っても、政府によって値幅制限が加えられ
ていた。また、輸入自由化と言っても、ミニマム
アクセスによって輸入量は制限されていた。つま
り、農業が市場競争から保護される状態が相変わ
らず続いていたのであった。さらに政府は、農
産物輸入自由化やウルグアイラウンド（Uruguay 
Round、以下 UR）対策を名目として、大規模な
補助金を提供したので、90 年代半ばまで農業補
助金は依然として高い水準を維持したのだった

（図 3-1）。この状態は、制度の根幹は変えないま
ま、以前より農業近代化を重視する方向に一部の
制度変化が進んだ状態としてとらえられる 30。
　しかし農政の変化は、ここでとどまらず、90
年代末以降は、さらに深い変化へと進むことに
なった。まず 1998 年に政府備蓄米と自主流通米
の値幅制限が撤廃され、政府のコメ政策の根幹で
あった政府による価格調整が廃止された（薬師寺
　2003）。1999 年には、農業基本法を代替する食
料・農業・農村基本法（以下新基本法）が制定さ
れ 31、同じ年にコメ輸入自由化のペ－スが早めら
れて、関税化が実現した。WTO によって課せら
れた義務に従って「黄の補助金」の大幅な削減も
行われた（表 3-2）32。表 3-2 の「基盤整備」の数
字が示すように小泉政権が進めた公共事業の圧縮
も、公共事業の比重が大きい農業補助金の縮小に
つがなった 33。同じ小泉政権下で三位一体改革が
進行して、地方自治体は以前より大きな財政上・
行政上の権限を獲得したが、中央から地方に移管
される補助金・交付金は縮減されたため 34、地方
分権化も農業補助金削減の趨勢を止めることがで
きなかった。
　これらは一見すると制度の大きい変化を示して
いるように見えるが、実際には既存の制度の特徴
を多く残している。新基本法には、農業基本法に
あった「農業従事者が他の国民各層と均衡する
健康で文化的な生活を営むことができるように
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する」という農民保護の目標は掲げられておら
ず、中心的な目標は「農業の生産性の向上を促
進しつつ、農業と食品産業の健全な発展を総合的
に図る」こととされ、農業経営については、合理
化、規模拡大、法人化を進めることが謳われて
いる 35。新基本法が「農業の近代化」に重心を置
いていることは間違いない。しかし、事実上農
民保護につながる規定も多数含んでいる。たとえ
ば、国民に食料を安定的に供給するために、「輸
入及び備蓄」と「国内の農業生産の増大」を組み
合わせる、すなわち一定の食糧自給率を維持する
ことを謳っている。さらに新基本法には、農業基
本法にはなかった農業の「多面的機能」促進が目
的として入っている。これは 80 年代に農業自由
化を迫られた時に農業保護をめざす人々から出さ
れた議論で、「国土の保全、水源のかん養、自然
環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等農
村で農業生産活動が行われることにより生ずる食
料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわた
る機能」を守るということである。ここには、多
面的機能維持のためには合理性や効率性を犠牲に
することもありうるという含意がある。また、中
山間地域については特別な支援を謳っている（矢
口　2002：94-6）。さらに、コメ輸入の関税化は
なされたが、きわめて高率の関税によって、事実
上の輸入制限は続いた。近年の TPP 交渉でも農
牧畜産品の自由化がネックの一つになった経緯が
ある 36。要するに、日本の農業補助金体制は、日
本独特の水利に関わる歴史的経験と戦後の農民と
政治家との間の緊密な政治力学を背景に（カルダ
ー　1989：203-5）、60 年代後半から 80 年代前半
まで「農業近代化」の推進という側面から停滞し、
その後近代化に向けた本格的な制度変化が進んだ。
ただ、完全な制度変化にはなっていないと判断で
きる。

第２節　政治的コンテクストと制度変化：強い拒
否の軟化
　日本の農業補助金体制が、80 年代後半以降農
業近代化を重視する方向に徐々に進んだ原因の一
つとして、この間の政治的コンテクストの変化が
ある。

　まず 80 年代半ばまでの政治的コンテクストは、
農業補助金体制の変化を拒否するグル－プに大き
な力を付与するものであった。そうした政治的コ
ンテクストとは、ボトムアップ型政策決定構造と
族議員・農協・農水省の緊密な関係に関連がある。
　第１に、日本の政策決定構造はボトムアップ型
に近く、外部の大きな変化に直面しても下からの
意見と各段階における幅広い層の同意が重要とな
る。したがって、農業団体や農水省、自治体のよ
うなアクタ－が農業補助金の縮小に強固に反対す
ると、たとえ彼らが日本全体の中では少数派であ
っても、大きい制度変化は非常に困難になる。
　第２に、日本では政策分野毎に政治家、官庁、
利益集団の間に系列下された緊密な関係があり、
既得権益を守るよう仕切られた「下位政府」ない
し「パタ－ン化された多元主義」があると言われ
ていた（Muramatsu and Krauss 1987）。こうし
た構造は、利益団体の強い反対が効果的な拒否と
して働く背景となった。代表的な農業団体である
農協は、農水省に代わって補助金を農村、農家に
配分するなど「行政の代行機関」としての機能と、
補助金や保護を要求する農家の意向を政治・行政
に訴える利益団体の機能を担ってきた 37。
　以上のような構造が安定している間は、保護的
な補助金を廃止し、農業の近代化や市場化を促す
方向に進む制度改革は困難であり、農業が過剰な
保護によって近代化へのインセンティブを失う状
態になっても、（農業近代化を目標の一つに掲げ
る）制度がそのまま続く状態になった。
　ただ、80 年代になると国家財政の赤字の拡大
に対する危機感が、財界、民間労組、マスコミと
学会の一部などの間に広がり、多額の補助金に支
えられたコメの価格調整や生産調整を批判する声
が高まった。こうした国内情勢と UR 交渉に代表
されるグローバル化という新しい変化の中で、生
産者米価引き下げやコメ市場の政府管理の縮小が
おこなわれ、UR 交渉の中でコメ市場開放の程度
が議論されるようになったのである。しかし、そ
の前の時代に停滞の状態をもたらした構造－ボト
ムアップの政策決定と族議員・農林水産省・農業
団体の緊密な関係－に基づく抵抗も非常に強い
ものであった。たとえば、1987 年８月、全国農
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協中央会によるコメ輸入自由化阻止へ 3000 万人
署名運動をはじめ、UR 交渉に進展があるたびに
農業団体、消費者団体、地方自治体を中心に食料
自給の決議が全国的に展開された（今村　1997：
236，240）。こうした運動は主に農協組織が中心
となり、UR 交渉の７年間に亘って強固な反対
が行われた（軽部　1997：120；朝日新聞経済部
　1994：91）。UR 妥結後も農協系統の組織であ
る全国農業者農政組織協議会は、細川内閣の総辞
職、国会解散要求を含む抗議声明を決議・発表し、
UR 合意の国会承認反対の運動を展開し 147 万の
署名を首相に伝達するなど、あらゆる活動を行
った（今村　1997：281-2）38。結局 WTO 協定は、
補助金の整理・合理化という流れとは逆に、６年
間で６兆 100 億円という膨大な補助金提供と交換
に、農業団体の受け入れるところとなったのであ
った。
　農業補助金の整理・合理化については、農業団
体だけでなく農水省や地方自治体も強固に反対し
た。地方自治体に対する国庫補助については、結
局 1992 年 12 月に関係５大臣３長官の間で補助事
業の恒久化に関わる覚書が結ばれ、1993 年度よ
り補助率の引き下げ、その恒久化によって農家や
地方自治団体の負担が増えないよう適切な財政措
置を講じることが確認された（石原　2008：91）。
1995 年から活動を開始した地方分権推進委員会
も、当初補助金の大幅な削減を含む改革を目指し
たが、農水省を含む政府の非協力的な態度や農水
省の抵抗によって 39、当初目指した改革への勧告
とはかけ離れたものを示すに留まらざるを得なか
ったという（西尾　2007：84-7）。
　しかし 1986 年６月臨時行政改革推進審議会の
最終答申は、自主流通米助成の縮小・合理化、転
作奨励金依存からの脱却の必要性を訴えた（田代　
1998：57）。経団連も 1987 年１月に、食糧管理制
度見直しの勧告をおこない、1993 年に連立政権
が成立すると、規制緩和を求める声がさらに高ま
り、経済改革研究会の報告（1993 年）や学界や
マスコミによる農政・農協批判が強まった。同じ
時期に日米貿易摩擦が激化し、米国側は日本の輸
入自由化を迫った。その対象には、柑橘類、肉類、
コメが含まれており、80 年代から 90 年代にかけ

て進んだ UR 交渉においても、農牧畜産品の輸入
自由化と農業補助金の整理縮小が求められていた。
　以上のように既存の構造による変化への抵抗が
続けられたが、80 年代以降農業補助金体制の改
革を求める内外の圧力が強まり、拒否の程度が一
部弱められ、コメの政府直接管理の廃止や農畜産
品輸入の部分的自由化などの制度変化が起こった
のであった。
　この変化が 90 年代末以降、より広く深くなっ
ていった政治的コンテクストとして、もはや既存
の構造―ボトムアップの政策決定と族議員・農林
水産省・農業団体の緊密な関係―が強固に維持さ
れなくなったことが挙げられる。その理由として
当時の状況として財政赤字問題の悪化と国際的な
自由化圧力の継続、選挙制度改革、行財政改革、
そして例外的に人気の高い小泉純一郎首相の登場
という４つの要因をあげることができる。こうし
た要因のおかげで、制度改革に対する拒否が弱体
化するのである。
　80 年代の財政再建によって改善されていた政
府財政赤字は、バブル経済崩壊に対応する財政出
動の再拡大によって、90 年代に再び悪化してい
った。そして 1996 年に発足した橋本政権が再び
財政改革に取組みはじめたが、それは必然的に
補助金や公共事業への圧縮圧力を含むものであっ
た。世論やマスコミも、拡大する一方の国家財政
や無駄な公共事業への批判を強めた。たとえば
2000 年８月に農水省担当の中海・本圧工区干拓
事業（島根県）が公共事業見直しによる中止１号
となった時、無駄な公共事業の象徴として批判さ
れた 40。
　さらに 1995 年１月に発効した WTO 協定は、
自由貿易を阻害する農業補助金を段階的に削減す
る義務を加盟国に課したため、日本も「黄の補助
金」を継続的に削減して行かざるを得なくなった

（表 3-2）。2000 年以降はド－ハラウンドの交渉が
開始し、農業補助金の縮小に向けた議論が展開さ
れたため、妥結すればより厳しい補助金縮小が義
務付けられる状況であった。国際競争力のある農
業への再編をおこなうという建前の下で大規模な
UR 対策補助金を受けた以上、これ以上補助金に
依存する農業を正当化することは困難になってい
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た。
　次に、1994 年におこなわれた中選挙区制から
小選挙区比例代表並立制への選挙制度改革のイン
パクトがある。この選挙制度の改革によって農協
が選挙で自民党を支え、自民党は農水省に働きか
け、農水省は補助金の獲得で農協を援助するとい
った関係に変化が生じ始めた。というのも、政治
家にとって農協票の強みは中選挙区だからこそ発
揮されたが、小選挙区制では農協票だけではこれ
までの議席を維持出来ないという状況が生じたか
らである（朝日新聞経済部　1994：93-5）。この
状況は、日本における農家数の減少という長期的
趨勢の効果を倍増させるものであった。1970 年
に 534 万戸だった総農家戸数は、1990 年には 383
万戸にまで、実に 30％近く減っていたのである

（農林水産省　2010：160）。新しい選挙制度によ
る最初の総選挙は 1996 年 10 月に実施され、以降
2000 年６月、2003 年 11 月に２回目、３回目の総
選挙が行われたが、自民党は 1993 年に失った過
半数を取り戻すことができなかった。自民党が
12 年ぶりに衆議院の過半数を獲得するのは、下
に触れるように、高い個人人気を誇った小泉純一
郎首相の下でおこなわれた 2005 年の選挙におい
てであった。
　第３の要因として、1998 年から 2001 年にかけ
て実施された中央省庁改革がある。この改革によ
って内閣機能の強化が図られ、首相の権限が相対
的に大きくなった（待鳥　2006：63）。首相がイ
ニシアチブを発揮すれば、個別の省庁や族議員の
抵抗を抑えて改革を実施に移せる可能性が高まっ
たのである。すなわち、日本の政策決定構造がボ
トムアップ型から変化しつつあるといえる。
　第４の要因として、この新たな権限を有効に使
ったのが、2001 年４月に政権についた小泉首相
であった。小泉首相は、2002 年予算編成の過程
で与党や財務省が反対する中で、2001 年８月 10
日に公共投資関係費と一般政策経費を前年度費
10% 減とすることを閣議決定した（上川　2010：
128）。さらに、農業の公共事業における起債充当
率の引き下げ、一部事業の一般財源への移行や公
共事業の採択基準の引き上げを断行した（石原　
2008：209-10）。

　同じ自民党政権でありながら、小泉首相が農業
補助金体制の改革を含む行財政改革を断行できた
のは、就任直後は支持率 80％超という前代未聞
の高い国民的人気を小泉首相が博していたからで
ある。この高い人気があったからこそ、内閣や首
相に与えられた新たな権限を、与党内の抵抗勢力
を気にせずに執行できたのである（内山　2007）。
　こうして、既存の構造に基づくーボトムアップ
の政策決定と族議員・農林水産省・農業団体の緊
密な関係―保護的な農政に対する批判が高まる一
方で、そうした農政を擁護する勢力は、抵抗の
論理と手段を失っていったのであった。その結
果がコメの値幅制限の撤廃、国内でのコメ取引の
完全自由化、合理化・近代化を重視する新しい農
業基本法の制定（新基本法）、三位一体改革の実
行であり、図 3-1 に見られる農業補助金の長期的
下落であった。農水省自身の変化も顕著になった。
2000 年代になると公共事業から非公共事業への
シフトという動きが農水省自身によって掲げられ
るようになり、公共事業を中心に農業補助金の減
少が目立つようになった（川手　2008：41）。ま
た、当初農水省は、三位一体の改革に協力的では
なかったが（岡本 2007：14）、目標と期限が閣議
決定され、動きが本格化してからは、農業補助金
のうち 593 億円を財源移譲するなど、補助金体制
の変化にそれほど強い反対を見せなくなった（長
谷川　2007：171-8）。
　ただし、保護的な農業補助金体制を、市場化・
効率化を主眼とする体制に転換することに対する
抵抗がなくなったわけではない。それは小泉が首
相を辞めた後、長期低落していた農業補助金が一
時増加に転じたことにも表れている（表 3-1）。

第３節　補助金体制の特徴と制度変化：大きい裁
量権
　次に、農業補助金体制の特徴、すなわち、運用
者に与えられた裁量権の程度がどのように制度変
化に影響を及ぼしたかを検討する。
　日本の農業補助金体制は、施行者である官僚に
対して制度本来の目的と異なる方向への制度変化
を可能にするほど裁量権が大きいと考えられる。
　日本の補助金体制は、補助金適正化法（1955
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年）を根拠としている。適正化法上の補助金の交
付申請から交付決定、遂行、実績報告、清算手続
きまで細かく規定されているが、法律上の第１段
階である補助金等の交付申請に先行して、通常交
付行政庁との事前協議や内示（内定通知）等、事
実上の手続が行われているという補助金行政の実
態がある。特に農業補助金の多くを占める公共事
業関係の補助金については、予算概算要求に先立
ち、補助事業者から翌年度事業についての資料を
提出させ、要望聴取を行っている。補助事業採択
の是非は、交付申請前の段階でほぼ決定されるこ
とになるため、交付申請前の手続は補助金事務手
続きの流れのなかで極めて重要な位置を占めてい
る。こうした法律上の申請前に交付の採否が事実
上決定されるという手法は、その不透明さから対
外的に批判されながらも維持されている（小滝　
2008：71-2）。また、事前の内示を得て補助金を
申請しても、補助金交付への審査基準に、「現地
調査等」が必要であるとされている。この「等」
は関係行政庁との協議や連絡調整等を意味する

（小滝　2008：125）。すなわち、交付への審査に
省庁との協議が必要不可欠であり、事実上の施行
において官僚が大きい裁量を発揮することになる。
　さらに、農業補助金体制が、官僚に大きい裁量
を与えうる制度的特徴として次の３点が加えられ
る。一つ目に非常に細かい補助事業の実施基準が
ある。例えば農業構造改善事業の場合、基幹作物
の選定や導入すべき機械施設について、新品・新
設による事業であって中古・古材などは認めない
こと、補助の対象となる経営近代化施設の耐用年
数は５年以上であることなどの詳細な規定がある。
どういう機械や設備、作物を導入するかという経
営上の問題まで官僚が踏み込んで決めている点か
ら農業補助金は特異な補助金であるという指摘も
ある（今村　2003：127）。このように細かなル－
ルを制定するという点で官僚の裁量が大きいとい
える。
　二つ目に、農水省所管の農業補助金は一件当た
りの補助金金額が小さい零細な補助金が非常に多
く、近年減ってきてはいるものの全体件数が他の
省に比べて突出して多い（川手　2008：35；今村
　2003：60）。したがって、利用者側からすれば、

一つの事業を申請しようとするとき、類似する補
助事業が多く、それぞれが所管局、部、課、班、
事業等によってそれぞれ補助要綱を設けているた
めに（広瀬　1993；109-11）、事業申請において
官僚に解釈を求めることになる。
　三つ目に、農業補助金の重要な特質として、

「法律補助」補助金より「予算補助」補助金が多
いことがある（今村　2003：136）。予算補助は、
法律補助とは違って法律に特別な定めがなく、膨
大な予算書のなかの一つの事業として国会に提出
し、国会の審議を経て予算が成立したら、各省庁
がその事業の補助要綱を設け、要綱に沿って補助
金を交付する。すなわち、予算補助を国会がチェ
ックするのは予算審議のときだけである。ただし、
広瀬（1993：77-8）が指摘するように、予算案は
一括して採択が行われるので一つの予算補助事業
に対して野党から反対がなされることはほとん
どみられない。例えば、『補助金総覧』によると、
主要な農業補助金である農業構造改善事業（1961
－98 年）の場合、ピ－ク時には 1,217 億円（1993
年）が支出されており、これらがすべて予算補
助に該当する（木村・川崎　2008：28）。つまり、

「予算補助」補助金が多いということは、補助金
の新設・改廃が法令の根拠なく行政措置として容
易に出来ることであり、その時々の政策課題に適
応して要綱・要領を作って補助金を交付するとい
った政策展開をしやすいということになる。すな
わち、適正化法より農水省の要綱や解釈が優先さ
れやすい（今村　2003：136）41。
　要するに日本の農水省の官僚は、補助金の公式
的なル－ル以前の段階で事実上の補助金の交付を
決めることができる点で、また非常に細かい実施
基準、零細な補助金と裁量が大きいとされる「予
算補助」の農業補助金の多さという点で、制度本
来の目的と異なる方向への制度変化を可能にする
ほど高い水準の裁量権を与えられてきたと考えら
れる。こうした特徴は、80 年代半ばまでの農水
省官僚は、「農業近代化を通しての農民保護」と
いう農業基本法に含まれていた二重の目的のうち、
前者を無視ないし軽視することで、近代化をめざ
したはずの制度が停滞するのを許し、農業補助金
は効果がないまま急速に増加した。しかしそうし
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［図 3-1］日本の補助金総額と農林水産関連省所管補助金の推移（1965-2015 年）

注：消費者物価を考慮して実質化した金額を基に 1965 年を 100 として指数化した。
出所：金（2017：58）

出所：Francks, Penelope et. al（1999：87）

［表 3-1］日本のコメの政府買入価格（生産者価格）と売り渡し価格（消費者価格）
単位：60キロあたり円
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た状態への批判が高まると、農業補助金は抑制さ
れるようになり、農産品価格の調整など前者を重
視する方向に農業補助金の増加が抑制され、変化
が進んだ。補助金体制が停滞を続け、その後徐々
に制度変化へと進むことができた理由のひとつは、
日本の農業補助金体制が、補助金の本来の目的と
実際の実行の間が乖離できるほど比較的大きな裁
量を農水省の官僚に与えていることである。

第４章　韓国の農業補助金体制の変化

第１節　農業補助金体制の制度変化の特徴 42

　60 年代の韓国の農政は、脆弱な財政基盤にお
いて食糧増産以外に政府の有効な政策がほとんど
ない状況の中にあった。60 年代の農業は、工業
化よりも優先順位が低く、補助金が小額で増えな

い時期が続いたのである。しかし、70 年代から
の農政は、工業化が進む過程で相対的に発展が遅
れた「農業の近代化」を推進するという目的を
新たに持ち、畜産、農地改良、公共事業を中心
に農業補助金が本格的に配分されはじめた（図
4-1）。それまで食糧難の解決のために少量の補助
金しか存在しなかったところから、制度上の従属
的な地位であった「農業の近代化」が重要性を増
し、本来の制度を代替する制度変化の状態が始ま
ったといえる。特に第３次経済開発計画（1972－
76 年）やセマウル運動（1970－84 年）のような
積極的な国家主導政策の下で、農業補助金は「近
代化」を目的とする生産基盤インフラの形成のた
めに配分された。
　90 年代からそれまでの韓国の補助金体制の特
徴－近代化推進・公共事業補助金中心－にグロー

注：線が引かれた数字は、特定品目向けの補助金ではなく、AMSの合計には含まれない。
出所：WTO のデ－タ（http://www.wto.org/english/tratop_e/agric_e/transparency_toolkit_e.　htm、2014 年４月１日
検索）

［表 3-2］日本がWTOに通報した農業補助金の推移 単位：10 億円
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バル化という新たな要素が加わり、既存制度の構
造的な変化が起こった。80 年代末から WTO の
発効まで続く 1997 年までの時期に緩やかな変化
が、それ以降の時期にさらに深い変化が進んだ。
　まず WTO の発効まで農産物の自由化が本格的
に展開され、大半の農産物が輸入自由化されるよ
うになった。農業補助金も WTO のル－ルの規制
をうけるようになり、農業補助金体制の柱であっ
たコメ政策は、約定収買制（1997 年）の開始な
どグロ－バル化のル－ルとの整合性が図られた 43。
表 4-1 で見るように韓国政府は、黄の補助金を毎
年削減させて、AMS の上限を遵守した。
　しかしながら、これらの変化は、まだ既存制度
が多く残る弱い変化に留まっている。黄の補助金
は、少し減ったものの AMS の上限を 90% 使用
しながら残っていた。また、WTO は、補助金の
削減を目指しているが、韓国の農業補助金の推移
は、1992 年に大規模の補助金が交付され、1997
年をピ－クに高い水準を維持している（図 4-1）。
大規模補助金の内容でも「農業競争力の強化」、
すなわち、「農業の近代化」に向けた公共事業に
ほとんどの補助金が充てられている（황의식・박

준기 2009：15）44。80 年代までの「近代化」を追
求する農業補助金体制とそれほど変わっていない。
　ただ、その後の WTO の進展と重なる FTA 協
定の発効によって徐々に韓国の農業補助金体制
に大きい制度変化が起きた。一つ目に、図 4-1 の
農業補助金の推移を見ても 90 年代後半から全体
の補助金に比べ、グローバル化のルールを順守し
それ以上大きく増えていないことがわかる。二つ
目に、表 4-1 で見るように 1998 年から黄の補助
金の削減が進行し、52 年続いた価格補助政策で
ある「政府買入制」が廃止された 2005 年を境に
黄の補助金が激減した。2005 年からコメ農家へ
の「所得補填直払い制」を開始し 45、年々財源導
入を拡大している。緑の補助金の公共事業も同じ
時期に減少している。三つ目に、グロ－バル化の
反対を緩和させるための大規模補助金（1998 年、
2003 年）の内容が変化した。90 年代後半から近
代化政策の優先順位が後退し、農民の所得への直
接補助、負債の減免、農村の福祉、農村の生活環
境改善に向けた、農民への利益配分的な補助金が

急激に増えている（황의식・박준기　2009：15）。
　これらの変化は、一見すると 80 年代までの近
代化志向の補助金体制から、90 年代後半から農
民生活の向上を目指すグロ－バル化に沿った補助
金体制へと変化しているようにも見えるが、一部
既存の制度の要素も残っている。例えば、国家主
導で農業の近代化を推進するという目標は、３回
の大規模補助金で徐々に優先順位が後退したもの
の依然として重要な分野のひとつとして維持され

（황의식・박준기　2009：15）、高い水準の補助金
が維持されている（図 4-1）。
　要するに 90 年代以降の農業補助金体制は、グ
ロ－バル化という新たな要素によって近代化、公
共事業中心の補助金が、所得補助、農村福祉のよ
うに補助金の恩恵が直接行き渡る、農民の生活保
障を重視する補助金体制へと変貌しつつある。こ
れに対し日本では、90 年代以降に農民の生活保
障から農業の近代化へと逆の方向の制度変化が進
んだ。これらの差は、次節で述べる両国間の政治
的コンテクスト、制度の特徴の違いに起因すると
考えられる。

第２節　政治的コンテクストと制度変化：強い拒
否へと変化
　韓国の農業補助金体制の変化の要因の一つとし
て、その間の政治的コンテクストがある。
　まず 80 年代半ばまで韓国は、権威主義体制と
いう政治体制の背景から農業補助金体制の変化を
拒否するグル－プがほぼ存在しない、弱い拒否の
可能性を有する政治的コンテクストであった。そ
うした政治的コンテクストの特徴は、トップダウ
ン型の政策決定構造と政府・農業団体の意思疎通
がチャンネル化されていないという点である。
　第１に、韓国の政策決定構造は、トップダウン
型に近く大統領や長官が前面に出て政策を決定す
るため政策開始や変更をめぐる周りの反対に関係
なく進められる傾向がある。韓国の大統領は、日
本の首相をはるかに上回る権力をもち、経済や社
会の動向をみながら、最終判断を下してきたの
で（中野・廉 1998：81）、最終的な政策変更にお
いて強い拒否権に遭遇する可能性が低い。第２
に、韓国の政府と農業団体との関係は、日本の
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ような系列化、すなわち、チャンネル化されて
いないという特徴がある（辻中・崔　2004：282-
95）。韓国の農民団体は、政府系の農協、非政府系
として生産者連合の全国農民団体協議会（以下農
団協）と農民運動を行ってきた全国農民会総連
盟（以下全農）に分類できる（韓国農村経済研究
院編 1999a：35）。農協は、主に流通、政策金融
など政府の委託事業遂行機関としての役割が強く
46、民間系列の農団協や全農は、70 年代まで存在
しなかった。民間系列の団体は、後に 80 年代後
半の農産物自由化の動きに反対するために結成さ
れ、反対運動を展開した（심재현　1991：33-43）。
政府への意思疎通の方法は主に、集会、抗議デモ、
政府乱入、断食デモ、反対声明の発表、ネット上
の政府批判であった。
　以上のような構造が強固に維持される状況の中
で、朴大統領が前面に出て他の分野に劣らないよ
うな農業の近代化を推進する農政へと変化させる
ことは、さほど難しいことではなかっただろうと
予想できる。
　しかし、80 年代後半になるとその前の時代に
変化をもたらした政治的コンテクストの特徴－ト
ップダウンの政策決定構造、政府と利益団体の関
係がチャンネル化されていない－は、逆に大きい
農民の抵抗を生み出す要因となった。トップダウ
ン型の政策決定構造で政策が進められた場合、下
からの同意を得て進められた政策に比べ、その政
策をめぐる国内利害関係者から強い反対が起こり
やすい。また、政府と農民団体間の公式チャンネ
ルの不在は、政策に農民団体の意見が十分に反映
されなかったという認識が芽生えやすい傾向があ
った。
　1997 年までのこの時期の政治的コンテクスト
をみると、激しい変化への拒否が働く時期である
ことがわかる。政府では、農業を UR の農産物自
由化への圧力の中で国際競争力のある産業として
育成すべきであるという意見が強かった（韓国農
村経済研究院編　1999a：58）。グロ－バル化に合
わせた農政を目指そうとする政府に対して、農民
グル－プの抵抗は非常に強いものだった。UR 交
渉に対する反対運動が大々的に展開され、1992
年４月 10 日に政府が「15 の貿易外品目は必ず守

る」という従来の立場を撤回し、「コメを除外し
た残りのすべての品目に対して輸入開放を認め
る」とその立場の後退を明らかにしてから、全
農などの農民団体は各種声明文を発表し「農畜産
物輸入開放は農民を死に追いやる」と強く非難し
ながら、各地域で糾弾・抗議大会などを展開し
た。交渉の終結が近いという報道と共に、1993
年 12 月 10 日には、農協の代表９人が剃髪した
ままガット（General Agreement on Tariff  and 
Trade, GATT）本部の前でコメ市場開放に反対
する一千万人の署名名簿のうち一万人の名簿を展
示し、そのうち二名は、「コメ市場開放反対」と
いう血書まで書いた（金 2001：344）47。
　こうした農民団体の反対運動に対して、その他
グル－プも頻繁に抗議デモに参加するなど協調
的だった。WTO の反対デモの際には、宗教団体、
大学生の支持も得て、マスコミの大部分、学界の
一角までもが輸入開放化に反対の立場を支持し
た（金　2001：340-1）。こうした状況の中で、農
業補助金は、黄の補助金が削減となったものの補
助金総額は急増し、その内容も大半が近代化（国
際競争力の強化）を謳った公共事業が占めていた

（図 4-1、表 4-1）。変化に対する強い拒否は、制度
の完全な転換ではなく、既存の制度の特徴－近代
化推進、公共補助金中心－が比較的多く残る制度
変化へと発展させる大きい要因になった。当選し
た金泳三前大統領（1992－97 年）は、過激さを
増していく農民団体の抗議集会に対して、当時の
一般会計の１年分より大きい 42 兆ウォン（1992
－98 年施行）の第１次農業国庫投融資計画を約
束し、状況を鎮静化させた 48。その後農業補助金
が急増する結果となった（図 4-1）。
　1998 年以降もグロ－バル化に沿った政府の施
策（緊縮財政、FTA 政策）に対する農民団体の
拒否は、以前に比べてやや弱まったものの強い反
対が続いた。まず 1998 年のアジア金融危機によ
る緊縮財政が展開され、農民団体の農家負債をめ
ぐる反対が広げられた。1997 年末の金融危機の
影響で 1998 年から政策金利の上昇、補助金の縮
小が相次ぎ、それまで政府から融資を調達して
きた農家の負担が高まり、その対策を求め農民
団体が激しく反対デモを行った。1998 年 5 月 18
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日、全農など 19 の農民団体は、政府に農家負債
への対策を要求した。９月 15 日に６の農民団体
から集まった３万人が、全国農民大会を開催、11
月８日、参与連帯など 60 の市民団体も加勢し農
家負債の解決を政府に強く求めた 49。こうしたデ
モには、参与連帯のような市民団体も多く加勢し
た 50。金大中大統領が 1999 年８月、45 兆ウォン
規模の第２次農業国庫投融資計画を発表し 51、農
業補助金が再び増えた（図 4-1）。
　2000 年代の FTA 政策の進展をめぐる農民の
反対も強かった。特に韓米 FTA に関しては、盧
武鉉政権下での交渉開始から李明博政権での批准
に至るまで様々な反対に直面した。韓米 FTA の
交渉開始宣言後の 2006 年３月 28 日に韓米 FTA
阻止を目的に 113 の団体が集まり「韓米 FTA 阻
止汎国民運動本部」を発足し、国民総決意大会、
FTA 交渉反対のワシントン遠征デモ、反対に向
けた報告書発刊などを行った（장지호　2007：
47-8）。その後も数多くの散発的な抗議デモが行
われ（韓国行政研究院　2008：501-3,529,531）52、
さらに韓米 FTA の交渉開始の前にアメリカが４
つの先行条件を提示し、韓国がそれを受け入れた
と報道され、その先行条件とされたアメリカ産牛
肉の輸入再開に反対が集中した（노무현재단편 
2010：258）。この反対デモは、「ろうそく集会」
といわれ、2008 年２月から６月中旬にかけて、
一般市民を含めた数十万人規模のデモがソウルで
連続的に起きた（윤석원　2008：72）53。その後
も全農などの農民団体による数万人規模の集会が
開かれ 54、アメリカ側の 2011 年 10 月 13 日の韓
米 FTA 案を国会批准、11 月３日の韓国側の批准
が行われて以降数ヶ月間にわたって反対デモや集
会がピ－クを迎えた 55。韓米 FTA 反対運動では、
労働団体・市民団体・農民団体 500 個で構成され
た韓米 FTA 阻止汎国民運動本部と一般市民・大
学生が多数参加し、FTA 反対と農民への支持を
表明した 56。盧武鉉政権は、10 年間 119 兆ウォ
ン規模の支出をともなう第３次農業国庫投融資計
画を発表し、ようやく批准にこぎつけた（農林部 
2003：2）。
　しかしながら、1997 年以前と以降の違いは、
前の時期より以降にグロ－バル化に沿った政策推

進を支持する勢力が、やや強くなったことであ
る。代表的な勢力として大統領の変化への支持が
ある。当初コメ市場開放を否定していた金泳三大
統領と違い、1998 年に赴任した金大中大統領は、
WTO 一偏倒の通商政策から FTA 推進へと政策
を転換させ、1998 年 11 月にチリを最初の相手国
として決めた（外交通商部 2002：7-9）。盧武鉉
大統領も、連日韓チリ FTA の抗議デモが開かれ
ている情勢にも関わらず、アメリカとの FTA を
決め（노무현재단편　2010：254-5）、李明博政権
で批准された。朴槿惠大統領も農家への大きい打
撃が予想されるなかで中国との FTA を短期間で
妥結させている。その他に、90 年代後半から財
界、貿易協会に代表される貿易関連の利益団体も
持続的に貿易自由化や変化を支持した。特に全国
経済連合会に代表される財閥系の利益団体、貿易
協会のような利益団体は、外交通商部に職員を出
向させながら、彼らの支持の意見を表明してきた

（장상환 2006：129）。
　要するに農業補助金体制の変化の節目に表れた
農民団体の拒否に対して、90 年代には、政府や
一部の団体を除き、多数のグル－プ－学界、市民
団体、マスコミ－は支持する立場であった。ただ、
アジア経済危機以降グロ－バル化に沿った政策を
推進する力が次第に強くなり、強い拒否勢力（農
民団体、市民団体）を多少弱める効果をもたらし
たと考えられる。
　こうした変化に対する拒否の変化は、既存の
制度の上に、一つ目に、2005 年の黄の補助金の
急落、二つ目に、90 年代後半から農業補助金が
急増しない、三つ目に公共事業関連補助金の急
落、四つ目に農民の福祉や生活関連補助金の増加、
という変化をもたらした（図 4-1、表 4-1）。ただ、
農業補助金が 90 年代後半以降も大きく減少して
ない点や第３次農業国庫投融資計画の中で農業の
近代化を目的とする補助金は依然として残ってい
る点も見受けられる（황의식・박준기 2009：15）。
　そもそも本来 80 年代まで弱い拒否を与えてい
た政治的コンテクストが 90 年代以降強力な拒否
グル－プを作り出せた背景として、一つ目に、権
威主義から民主主義体制への体制移行、二つ目に、
グロ－バル化に向けた諸政策の急激な推進という
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点が挙げられる。こうした背景のおかげで、制度
改革に対する拒否が力を持ったのと考えられる。
　まず 80 年代後半の民主化以降、憲法改正を通
して５年を任期とする大統領直選制、小選挙区制
度への制度改編が行われた事によって以前の権威
主義体制に比べ、格段と国民の意見や政策に対す
る意思表明が重視されるようになった。代表的な
例として、1992 年に農産物自由化の反対を掲げ
て当選した金泳三大統領は、当選後自らの発言を
撤回、謝罪し、国民を説得するために大規模補助
金（第１次農業国庫投融資計画）を発表した。ま
た、民主主義への移行後団体の設立が自由になり、
各分野の団体の存在が 90 年代の社会運動の土台
となった 57。
　二つ目の要因として、90 年代の WTO をはじ
めとするその後の FTA 政策に至るまでの急激な
グロ－バル化政策の推進がある。特にアジア経済
危機は、「IMF（国際通貨基金）世代」という言
葉に象徴されるようにその後の韓国社会を新自由
主義に向けて激変させたといわれている。アジア
経済危機の中で発足した金大中大統領は、市場重
視改革を掲げ、主として財政緊縮、高金利を軸
としたマクロ経済政策と経営の悪化した金融機
関の退出などを行った 58。その結果、国内の激し
い反対にもかかわらず、韓国は、アメリカ、中
国、EU など世界主要国との FTA 締結に成功し
た。こうした 90 年代の急激なグロ－バル化政策
の推進は、制度改革に反対する、利害関係者であ
る農民団体の反対を常に作り出し、強い拒否を表
明するに至ったと考えられる。すなわち、本稿の
枠組で着目した２つの国内構造の上に権威主義か
ら民主主義体制への体制移行、グロ－バル化に向
けた諸政策の急激な推進という要因が加わり、90
年代以降の変化における強い拒否へと発展したの
である。

第３節　補助金体制の特徴：施行・ル－ル解釈に
おける小さい裁量権
　70 年代の韓国の農業補助金体制は、60 年代の
食糧増産中心の農政から近代化の促進へと乗り出
した。本来補助金体制の根幹である「補助金の予
算及び管理に関する法律」は、80 年代後半まで

詳細なル－ルを整えておらず、担当する中央政府
がトップダウン方式で自治体に補助金を交付して
いた。セマウル運動（1970－84 年）の施策に代
表されるような当時の農業補助金体制は、権威主
義の体制下で階層性の高い行政組織が組まれ、ト
ップの意向を反映し、農業の近代化推進に向けて
補助金が配分された。例えば、セマウル運動で
は、政府の行政力が自治体レベルまで行き渡るよ
うに内務部長官を委員長とする「セマウル運動中
央協議会」を設立し、その傘下に市・道（日本の
県に当たる）、その下部組織として市・郡協議会、
邑・面推進委員会をおき、邑・面推進委員会が定
期的に進行状況を上部に報告した 59。地方政府に
セマウル担当官とセマウル課が設けられ、セマウ
ル事業が実行された（이양수　2014: 98）。特に毎
年達成すべき数量目標が細かく決められるなど徹
底したトップダウン方式での近代化政策が遂行さ
れた 60。こうした状況は、制度本来の姿と乖離さ
せることができるほど強い制度運営者（官僚）の
裁量権が限定されていると考えられる。このよう
な特徴に基づき、農業補助金体制は農業の近代化
に向かうことができたのである。
　民主化への体制移行があっても農業補助金体制
におけるトップの意向は、依然として強く反映さ
れ、相対的に官僚の裁量が限定される状況が続い
た。90 年代の地方自治の開始と共に中央政府は、
地方自治団体向けに中央政府の方針を盛り込んだ

「農林水産事業総合実施要綱（1994 年 12 月）」を
初めて制定し、第１次農業国庫投融資計画の実施
を地方自治体に任せるなど試行錯誤の時期が続い
た（韓国農村経済研究院編　1999b：109-10）。そ
の運営の過程で不正受給が発覚するなど手続き上
の問題が露出し、1995 年2月 15 日、金泳三大統
領は、不正受給問題を言及しながら 1992 年から
の第１次農業国庫投融資計画の運用過程において
政府の誤りがあったとして今後審査・評価機能を
強化し、財源が効率的に使われるように努力する
と発表、その後補助金配分に任意的な判断を縮小
する方向で大々的な制度改正を行った（대통령비

서실　1996：70-1）。農業補助金に関しては、不
正補助金受領の問題がたびたび指摘されていた農
業機械化や生産基盤向け事業への補助金を大幅



― 48 ― 国際関係論研究　第 34 号

に減らし、農家への負債軽減、農作物災害保険制
度（2002 年）、農業直接支払い制、コメ所得補填
制度など明確な基準がある補助金が大幅に拡大
した（農村振興庁　2008：629,631）。その後「補
助金の予算及び管理に関する法律」の一部改正が
行われ（2009 年５月、2011 年１月）、補助金受給
者の受給額上限の設定、実績報告の義務化、補助
事業者選定委員会の審議の義務化など細かなル－
ルが設けられた。特に公務員の裁量の余地を狭め、
配分の基準を明確にする方向で補助金不正受給を
防ぐ措置が講じられた。現在すべての補助事業は、
３年ごとに補助事業を評価し存続可否を決定する
制度等が盛り込まれている（企画財政部予算室　
2010：2）。
　こうした傾向に加え、90 年代以降農業補助金
体制における官僚の裁量権が小さい背景として次
の３点がある。第１に、UR のコメ市場開放以降
の農民の激しい反対によって農業補助金が単純な
行政領域からトップの政治判断や政策決定が必要
な政治領域に吊り上げられた点である。福祉を
担当する保健福祉部の予算のほとんどが一般会計
上の補助金であるの対して（이재원　2009：139）、
農業補助金は、一般会計上の補助金より特別会
計や基金への補助金が大半を占める。一般会計
は、予算編成や執行過程が法令によって細かく詳
細が決められており、執行がもっぱら官僚や自治
体に任される反面、農業関連特別会計予算や基金
は、担当部庁のトップや大統領府、政治家の関与
が大きいとされる（박영희・김종희　2008：114-
5）。実際に官僚が特別会計や基金の設立等に関与
できる裁量の余地は大きくないと考えられる。
　また、コメ関連業務が政治領域に吊り上げられ
た背景として過去にあったコメ市場開放後の担当
者への責任の追求がある。1993 年 12 月、コメ市
場開放に対する責任を取って、ファンインソン国
務総理が更迭され、農林水産部のホシンヘン、キ
ムヤンベ長官も更迭されるなどした。UR 履行計
画書の修正の波紋に関連して国民や大統領を欺
いたという理由での解任である（金　2001：348）。
その後、交渉を担当した実務者レベルの課長クラ
スまで責任追及をされ、解任とまではいかないも
ののそれぞれ処分を受けたとされる。その後、農

林部では国際交渉業務を担当しようとする公務員
が激減したといわれている 61。
　第２に、90 年代以降の政権ごとに農林部組織
自体と自治体をめぐる農業補助金体制が大きく変
わり、施行者である担当部庁の官僚が、豊富な専
門性を持ってル－ルを解釈する裁量の余地が縮小
した点である。農林水産関連組織として、1948
年に設立された農林部から 1962 年に農村振興
庁、1966 年に水産庁、1966 年に山林庁がそれぞ
れ分離された。ただ、内務部所属として移管され
た山林庁は大統領令第 12050 号（1986 年 12 月 31
日）として農水産部に戻り、農林水産部に組織が
改編された。また、大統領令 15134 号（1996 年
８月８日）によって、水産庁と港湾庁を廃止し海
洋水産部が新設され、再び農林部となった（韓国
農村経済研究院編　1999a：769,2379,2383）62。他
方で、2008 年に海洋水産部が廃止となり、水産
部門は農林水産食品部に移管され、2013 年に海
洋水産部が分離され、再び農林畜産食品部と海洋
水産部になった 63。こうした５年ごとの頻繁な組
織改編や補助金体制変更は、トップや青瓦台、財
政を担当する部署（企画財政部）の意向が反映さ
れやすく 64、施行する官僚が今後の政策について
見通しを立てにくいと考えられる。
　第３に、近年急激に進んだ行政業務のデジタル
化がある。韓国政府の業務のデジタル化が急激に
進み、こうした状況は、業務の透明性を高め、制
度運営者への裁量を大幅に縮小させる傾向があっ
た（김영민・임도빈　2011：46）。韓国は、2010
年から３回にわたり国際連合が選定した「最もデ
ジタル化が進んだ政府」１位になるなど各行政分
野でのデジタル化が進んでいる 65。補助金を含む
政府の財源運用に関しては、企画財政部所管の

「デブレイン（D－Brain）」というプログラムが
全庁共有で使われている。これらにより既存の補
助金交付状況や評価などの情報、財政部分の手続
きが共有され、各省庁の制度運営者の独自に判断
できる裁量権の度合いは縮小しつつある 66。
　要するに 70 年代から続く韓国の官僚の裁量は、
制度本来の方向と異なる方向に導くことができ
ないほど限定される状態を維持したと考えられる。
こうした特徴は、農業補助金の変化に次のような
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注：消費者物価を考慮して実質化した金額を基に 1965 年を 100 として指数化した。
出所：金（2017：82）

［図 4-1］韓国の補助金総額と農林畜産食品関連部所管補助金の推移（1965-2015 年）

注：所得補助は、生産に結びつかない所得補助（Decoupled income support）、投資補助は、途上国に認められた各種の
社会投資に対する補助を指す。線が引かれた数字は、特定品目向けの補助金ではなく、AMSの合計には含まれない。
出所：WTOのデ－タ（2014 年４月１日検索）
（http://www.wto.org/english/tratop_e/agric_e/transparency_toolkit_e.htm）

［表 4-1］韓国がWTOに通報した農業補助金の推移 単位：10 億ウォン
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影響を及ぼした。官僚は、トップの意向を十分に
反映させ、食糧政策だけの状態から農業の近代化
を推進する方向で 70 年代に農業補助金体制を変
化させた。90 年代以降グロ－バル化への対応を
重視するトップの判断が反映され、WTO のル－
ルに整合性のある補助金を中心に補助金が維持さ
れ、その内容もグロ－バル化の痛みを緩和させる
ための農民生活保障へと徐々に移行させることと
なった。90 年代以降農民の強い「拒否」のもと
で韓国の農業補助金体制の制度変化が可能であっ
たのは、グロ－バル化を推進するというトップの
意向をそのまま補助金体制に浸透させた官僚の存
在があったからである。

第５章　結論

　本稿の目的は、一日本と韓国の農業補助金の動
向を取り上げ、一つ目にグロ－バル化という共通
する変化の中でどのように変わったか、二つ目に
その違いとその原因を特定することであった。
　一つ目の結論として、第３章と第４章では、農
業補助金の動向は農業補助金体制の相違に起因す
るとして、それぞれ農業補助金体制の変化につい
て先述のモデルを適用し検討した。そして、日本
の場合、利益配分的補助金体制から 80 年代中盤
から農業近代化を重視する方向に変わろうとした
が、変化が徐々に進み、90 年代後半から前者を
重視する、選別的な体制へと変貌を遂げつつある
とした。韓国の場合、60 年代の食糧増産以外に
有効な政策がないところから、農業補助金体制が
農業の近代化を主として、農民の生活保障を補助
的に行う体制へと変わった。その後 90 年代後半
から既存制度の特徴（近代化）を残したまま、農
民の所得への直接補助、農村の福祉や生活環境な
ど農民の生活保障を重視する、利益配分的な補助
金を増やす方向に変わりつつある。
　これを可能にしたのは、一つ目に政治的コンテ
クストによる影響である。日本の場合、国内構造

（ボトムアップの政策決定構造・農林水産省と団
体の緊密な関係）によって強い拒否が維持された。
しかし、80 年代中盤以降、既存の国内構造は維
持されたが、グローバル化の圧力によって強い拒

否がやや弱められ、90 年代後半以降はさらなる
グローバル化の圧力と国内の制度変化（選挙制度
改革、行財政改革）、新しい政治家の登場によっ
て拒否の程度が弱められ、変化が進んだ。韓国の
場合、80 年代半ばまで国内構造（トップダウン
型の政策決定構造、権威主義の下で農業団体が設
立されていない）が維持され強い反対が起きなか
ったが、その後権威主義から民主主義への体制移
行、グロ－バル化に向けた諸政策の急激な推進が
進み、既存の国内構造は、逆に変化への強い反対
を生み出した。
　二つ目に制度の特徴の影響である。農業補助金
体制が、日本の官僚に制度本来の目的と異なる方
向に実行されることを可能にするほど高い水準の
裁量を与えていたのに対し、韓国の場合、制度本
来の姿と乖離させることができるほどの裁量を与
えていなかったことが制度変化を可能にしたと分
析した。
　二つ目の目的の結論として、90 年代以降の日
韓の農業補助金の変化の違いを比較すると、まず
農業補助金の変化が逆の方向を向いていることが
わかる。日本の場合、本来農業補助金が農民の生
活保障をより重視していたが、グローバル化の影
響と財政悪化、国内の制度変化によって 80 年代
中盤以降農業近代化を重視し、縮小する方向へと
徐々に変わった。また、韓国の場合は、70 年代
の農業補助金は農業近代化を推進していたが、グ
ローバル化の影響によって 90 年代後半以降徐々
に農民の需要や生活を重視する方向へと変化し、
拡大している。
　以上のように 90 年代以降の補助金の動向が異
なる理由として次の３つの要因が挙げられる。第
１に、既存制度の違いである。日本の場合、独特
の水利にかかわる歴史的経験と戦後の農民と政治
家との間の緊密な政治力学を背景に 80 年代まで
農業補助金は農民の生活保障をより重視する利益
配分的な体制下で配分された。その流れの中で主
にグローバル化を契機として変化が始まったので
ある。韓国の場合、農業補助金は 80 年代まで権
威主義体制の下で一方的に配分されていた。90
年代以降は、それまで農民の需要がなかなか反映
されなかった反動も加勢し、農民の生活への保障
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が強く求められたのである。
　第２に、90 年代以降の日韓の政治的コンテク
ストのインパクトの違いがある。日韓の政治的コ
ンテクストの変化は、両国の制度変化を導いてい
る。80 年代前半まで日本は、強い拒否勢力が存
在していたが、90 年代後半以降日本の拒否勢力
の影響力は下がった。日本の拒否勢力の影響力が
下がった理由として、90 年代末の諸要因－財政
赤字問題の悪化と国際的な自由化圧力の持続、選
挙制度の改革、行財政改革、小泉首相の登場－に
よって制度改革に対する抵抗の論理と手段を失っ
たことがある。
　韓国の場合、既存構造の上に民主主義体制への
移行、グロ－バル化に向けた諸政策の急激な推進
が進み、70 年代までの弱い拒否から 90 年代以降
は強い拒否が働くようになった。90 年代後半か
ら変化を支持する大統領や利益団体の勢力が強ま
るなかでも強い拒否が維持された。その結果、韓
国では、農民の生活を重視する体制になりつつも
依然として農業の近代化を大きい柱とする高い水
準の補助金が維持されている。
　第３に、制度の特徴として、裁量権の違いによ
るインパクトがある。日本の農水省の官僚は、補
助金の本来の目的と実際の実行の間が乖離するほ
ど比較的大きな裁量を与えられている。こうした
特徴は、制度変化が適切に行われない状態を許し、
その後も完全な制度変化まで至らない原因となっ
た。他方で、韓国の担当省庁の官僚は、制度を
本来の方向と異なる方向に導くほどの裁量権が与
えられていないと考えられる。こうした制度の特

徴は、トップ主導で制度変化を導く要因となった。
以上の比較をまとめたものが表 5-1 になる。
　本稿の意義として、第１に、日本と韓国の農業
補助金の推移を同じ定義に沿って比較しようと試
みた点である。特に韓国のように補助金に関する
体系的な資料集がない場合、比較しうる補助金
の数値の入手が非常に難しい。韓国の政府出捐
金は通常政府関連機関への補助金に使われる場合
が多く、これを含めることによって日本と韓国の
間で同じ土台での比較が可能になった。第２に漸
進的に変容する制度の変化を扱ったことに意味
である。日韓の農業補助金体制が「農民の生活保
障」と「農業の近代化」の間を揺れ動きながら、
グロ－バル化に徐々に対応していく過程を追跡

（trace）した。特に外部の要因だけでなく制度の
ル－ルや執行（enforcement）のような制度内部
の側面からも制度変化の原因を説明しようとした
点に意味がある（Streeck and Thelen 2005:10-6）。
第３に、貿易自由化の進展と補助金の関係に関す
る有意義な事例を提示している。韓国の事例では
３回にわたる大規模補助金が変化への拒否勢力の
説得に役立っていることが示されている。日本の
場合、一度大規模補助金が出されて以来、貿易自
由化の進展と同時に大規模補助金が出されなくな
った。韓国の貿易自由化の進展が早いことを踏ま
えると、補償の意味合いが強い補助金の支出が貿
易自由化の進展に貢献できると一概にいえないに
しても、農業補助金体制の変化を比較することは、
各国におけるグローバル化、すなわち貿易自由化
の進展と国内対策との関係の考察に示唆を与える。
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出所：著者作成 

［表 5-1］日本と韓国の農業補助金体制の変化の比較 
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1　グロ－バル化は、一国の統治によって限定されてきた地域や国民、企業が自ら一国の枠組を超えて活動する比
重を高める現象のことである（古城　1998：76-7）。本稿では、貿易自由化を指す。
2　代表的な例として、国内の政権の選好（支持基盤の強化）に沿って補助金が配分されるという点や、国内の制
度、すなわち、地方調整制度の財源の一部として法律で補助率が決まっており、テクニカルに配分される点がある。
3　『世界日報』1993 年 12 月９日。
4　『朝鮮日報』2008 年 11 月 18 日。
5　軽部によると、UR 交渉の過程で、当初アメリカは、日本と韓国に同様の水準の自由化の度合いを与えることを
意識していたという（軽部　1997：173-82）。
6　この FTA の概念は、経済連携協定（Economic Partnership Agreement, EPA）を含む。
7　韓国は、チリ、シンガポ－ル、EFTA（ヨ－ロッパ自由貿易連合）、ASEAN、インド、EU、ペル－、アメリカ、
トルコ、オ－ストラリア、カナダ、中国、ニュ－ジ－ランド、ベトナム、コロンビアの 15 件が発効済み、中南米
６カ国と妥結済みである。産業資源通商部 URL（http://www.fta.go.kr）（http://motie.go.kr）参照（2018 年 12 月
３日検索）。
8　2018 年８月現在、日本と FTA 協定締結・発効済みの国は、シンガポ－ル、メキシコ、マレ－シア、チリ、タ
イ、インドネシア、ブルネイ、ASEAN、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペル－、オ－ストラリア、モ
ンゴルの 15 件、環太平洋パートナーシップ（Trans-Pacifi c Strategic Economic Partnership, 以下 TPP）協定は、
署名済みである。外務省 URL（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/index.html）を参照（2018 年 12 月３日検
索）。
9　2018 年 11 月現在、日本と韓国全体貿易に占める FTA 協定（発効済）の割合は、韓国の 68.2% に対して日本は
39.0% である（外務省　2018：1）。
10　日本の機関委任事務は 2000 年廃止されたが、機関委任事務は日本独特のものとして捉える研究が多い（宮本　
1990：22）。
11　日韓両国の地方財政システムは、きわめて似ており比較のため好都合であるとされる（飯尾・増山　2004：
115）。 例えば、韓国の財政調整制度の根幹となった地方分与税法（1951 年）、地方交付税法（1961 年）、補助金管
理法（1963 年）は、日本の地方分与税法（1940 年）、地方交付税法（1954 年）、補助金適正化法（1955 年）と形式
的な面において類似する部分が多く見られる。
12　日本の農業が国内生産額に占める割合は、1.3%（2013 年度基準）であり、国内の脆弱産業のひとつである（農
林水産省　2015：72）；韓国の農林漁業が実質 GDP に占める割合は、2.0%（2015 年基準）である（統計庁『韓国
銀行国民計定統計』使用、2016 年７月 17 日検索）。
13　農林水産省農林業センサス累年統計『年齢別農家世帯員数』総務省統計『人口推計』を用いて計算（2016 年７
月 17 日検索）。
14　統計庁（http://kosis.kr）の『農林漁業調査』、『人口総調査』データを使用（2017 年７月 27 日検索）。
15　80 年代までの補助金の利益配分の特徴は、カルダ－（1989）；広瀬（1993）を参照。
16　Suzuki も同様に非政治的な補助金の削減が大きかったと指摘した（Suzuki 2000:179-84）；山田も 80 年代に農
村部を手厚く保護する「政策的補助金」が温存されたという（山田 1990：132）。
17　予算について韓国と日本の最大の違いは、「基金」の存在である。韓国の予算は、一般会計、特別会計、基金
で構成されている。一般会計、特別会計の存在や用途は、日本と同様であるが、基金の場合、特別会計と同様に特
定の目的のために資金を保有する必要がある場合に法律によって設けられる。基金は、「予算会計法（1961 年）」
に基づいて導入され、「国家財政法（2007 年）」の第５条では「国家が特定の目的のために特定の資金を伸縮的に
運用する必要がある場合に限って法律に基づいて基金を設立することができる。これにより設置された基金は、歳
入、歳出予算とは別に運用できる」と規定している。2015 年基準で中小企業支援（中小企業進行および産業基盤
基金）、農業への支援（農地管理基金、農産物価格安定基金）など多様な目的を持った 64 の基金が運営されている

（企画財政部　2015：265-6）。基金に政府から補助金のように交付されるものが「政府出捐金」である。
18　本稿の農業補助金は、本来農林水産関連省所管補助金（図 2-3），農林畜産食品関連部所管補助金（図 2-4）で
あるが便宜上農業補助金と呼ぶ。
19　新制度論（合理的選択、社会学、歴史）の対比や説明は、Hall and Taylor（1996）を参照。
20　漸進的制度変容に関する主な研究として Thelen （2003）；Streeck and Thelen（2005）；Hacker（2005）；
Mahoney and Thelen（2010）がある。
21　第１に、支配的な制度に対して従属的な地位にある制度の重要性が漸進的に増大し、やがて代替するという取
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替（displacement）がある。この変化は、旧制度を補完する役割というより代替する目的で導入され、旧制度を支
持する勢力の力が弱まると漸進的に制度変化が起こる。
第２に、新しい要素の付着による既存制度の地位と構造の漸進的変化をもたらす堆積（layering）がある。取替

（displacement）との違いは、既存制度の要素が残っているという点である。第３に、外部変化にも拘らず制度維
持を怠ったことによる制度機能の実質低下として、漂流（drift）がある。第４に、新しい目的に向けた旧制度の再
定義、旧構造への新しい目的の付着として、転用（conversion）がある（Mahoney and Thelen 2010: 16-8）。
22　上川（2010：152-8）は、強い首相とされる小泉政権でも分野別予算配分、個別項目での予算歳出では、官僚・
族議員・利益団体による調整が続けられたと指摘する；新川・大西（2008：274）も首相による政治主導が重要に
なってきたが、ボトムアップ方式に代替するまでには至っていないという；三位一体改革における首相の指示は、
内山（2007：80-8）を参照。
23　JIGS 調査は、各国首都及び他の地域の２ヶ所（以上）のすべての市民社会の団体（基本的には企業と政府、家
族など純私的集団を除くすべての社会団体を対象）を母集団として、2,000 ～ 5,000 規模のランダムサンプリング
による質問紙郵送調査を行ったものである。日本と韓国の JIGS 調査は、1997 年に行われ、日本は、4,274 団体に
調査票（36 問）を郵送し、1,635（38.3%）が有効回答、韓国は、3,890 団体に調査票（39 問）を送り、481 団体か
ら有効回答（12.37％）を得た（辻中・廉  2004:37-45）。 
24　別の記載がない限り以下の節では、日本農業年鑑刊行会（2000：136-219）を参照。補助金デ－タ上の制約から
農林水産関連省所管全体の補助金を農業補助金として扱う。
25　例えば、生産調整の補助金は、米生産調整対策費（1970－73 年）、稲作転換対策費（1974 年）、水田総合利用
対策費（1975－77 年）、水田利用再編対策費（1978－86 年）水田農業確立対策費（1987－92 年）を指す。
26　1970 年度の米の減産は、100 万トンは休耕と作付転換で調整し、50 万トンは水田の転用を実施した。このた
めに 10 アール平均３万 5000 円の奨励金が出され、調整実績は 139 万トンに達した（日本農業年鑑刊行会　2000：
158-9）。
27　国債発行が一般会計予算に占める比率は、1970 年に 4.2％にすぎなかったが、1978 年に 12.0%、1979 年には、
34.7% に達した（矢野恒太記念会編　2006：439）。
28　1981 年、アメリカは、農産物 12 品目（りんごジュース等）に対する自由化を要求し、1990 年から自由化。
1986 年に全米精米業者協会（Rice Millers' Association）がコメの自由化を要求。
29　食糧管理制度では、生産者が政府にコメを売り渡す義務があり、自主流通米の流通には政府の各種の補助・助
成が必要であったが、食糧法では、農家が複数のル－トへの販売が認められた。また、食糧法上の需給調整は、計
画流通、生産調整、備蓄、自主調整保管を通じて行われたが、生産調整助成金のような政府からの経済的インセン
ティブは、生産調整目標の達成者に限定されるようになった（田代　1998：72-5）。
30　新農政では、国内農業経営基盤の強化、国際競争力のある農業作りを目指したが政策目標通りには進まなかっ
た （山口　2003：21）。 
31　新基本法の詳細な内容については、矢口（2002：88-95）を参照。 
32　UR の農業合意では、国内農業への補助金（国内助成）のうち、WTO ル－ルに非整合的で貿易歪曲効果が高
いものを「黄の補助金（Yellow Box）」、影響がゼロまたは軽微なものを「緑の補助金（Green Box）」、それらの
中間で将来は緑にシフトする可能性がある補助金を「青の補助金（Blue box）」というように、交通信号に準えた
分類をし（岩田　2010：34,37）、助成合計量（Aggregate measure of support, 以下 AMS）と呼ばれる「黄の補助
金」を 1995 年から６年間に亘り一定率で削減する義務を加盟国政府に課したのだった。これを日本は、2000 年ま
でに 20% 削減させる義務があった（岩田　2010：41,63）。
33　大蔵省主計局・財政調査会（各年度）のデ－タの公共事業・施設整備関連の補助金を参照。
34　総務省（各年度）『地方財政白書』地方自治体の農林水産業費の財源構成のデータを参照。
35　法律の条文は、新基本法（http://law.e － gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO106.html）、 旧基本法（http://www.
houko.com/00/01/S36/127.HTM）を参照（2015 年５月 20 日検索）。
36　『日本経済新聞』2015 年２月８日；2015 年４月 23 日；2015 年 10 月 15 日（すべて電子版）。
37　農業補助金をめぐる自民党、農協、政府の従来から続く密接な関係について広瀬（1993：第７章 , 第８章 , 第
10 章 , 第 11 章）を参照。
38　UR 交渉に対する農業団体の反応は、重富（1995：258-62）を参照。
39　農水省は、80 年代から政府の全体的な補助金削減の動きに対しても、補助事業の全体の枠組を変更することを
避け、個々の事業について交付先の数を縮小、事業年度を延長して政府の補助金削減の要請に対処した（石川・広
瀬 1989：158）。その後地方分権推進委員会が公共事業補助金の削減に取り組んだが、農水省 第５次勧告に向けた



― 55 ―「グローバル化」と農業補助金

グル－プヒアリングにも不出席を通告するなど非協力的な態度をとり続けたという（西尾　2007：96）。
40　『日本経済新聞』2000 年４月 17 日；８月７日；８月９日；８月 24 日；８月 29 日；10 月 22 日；10 月 27 日；
10 月 31 日；11 月 29 日；経団連も 2000 年 10 月、規制緩和要望のうち６割しか見通しが立っていないことを批判
しながら、FTA をテコに構造改革を実現すべきだと強く主張した（『日本経済新聞』2000 年 10 月 24 日；2001 年
４月 10 日）。
41　適正化法は、1955 年に制定公布され、関連法律の改正に伴い６度にわたり本法の一部改正が行われたが、本法
の基本は、立法当初から変わることなく今日に至っているという（小滝　2008：1-10）。
42　以下の節の内容は特別な記載がない限り財務部・財政経済院・財政経済部・企画予算処・企画財政部（各年）

「補助金の細部内容」を参照。
43　1997 年１月に糧穀管理法を改定し、既存の政府買入制とは異なる約定収買制の法的根拠を設けた。約定収買制
は、政府の買入物量と価格に収穫前に納得し契約した農家が、総販売額の 40% の資金を前借りできるようになり、
最低価格が保障される利点があった（김병택　2004：198-9）
44　90 年代以降、WTO の締結、アジア経済危機、重なる FTA を契機に３回の大規模の農業補助金（国庫補助金
74 兆ウォン、融資 41 兆ウォン）、すなわち農業国庫投融資計画が立てられた（황의식・박준기　2009：15）。
45　本格的な所得補助制度として、コメの目標価格と市場価格との差額の 85％を補填するコメ農家への所得補填直
払い制（2005 年）が開始された（農村振興庁　2008：703）。
46　慶尚北道地域の農民を対象にアンケ－トを取り、農協が政府の規制により農業政策における農民の利益を代弁
する役割をほとんど果たせなかったことを指摘する研究もある（문태현　1990：357）。
47　以下のコメ市場開放をめぐる各団体の反対する様子は、金（2001：340-8）；김기만（1994：255-6）を参照。
48　『韓国日報』1998 年７月 11 日。
49　『ハンギョレ』1998 年５月 19 日；『東亜日報』1998 年９月 16 日；『文化日報』1998 年９月 15 日；『ハンギョ
レ』1998 年 11 月７日。
50　『東亜日報』1998 年９月 16 日；『ハンギョレ』1998 年 11 月７日。
51　『朝鮮日報』2008 年 11 月 18 日。
52　例えば、2006 年７月 12 日に２万人規模の反韓米 FTA のデモ、11 月 22 日に全国 13 か所で７万 5,000 人規模
の道路占拠、公共施設乱入を含む抗議デモなどがある。
53　事態の責任を取って農林水産食品部の長官と青瓦台（大統領府）秘書官が辞任するまでに至った。その後政府
は、追加交渉を行い、アメリカ業者が 30 カ月以上の牛肉は輸出しないという自律的規制をアメリカ政府が保証す
る輸出証明制度の施行を要求した（윤석원　2008：72）。
54　『韓国日報』2008 年５月 31 日、11 月 26 日；『世界日報』2008 年５月 23 日、2010 年 12 月９日；『東亜日報』
2008 年 11 月 26 日、2010 年６月 30 日、11 月 12 日、2011 年６月 30 日。
55　『東亜日報』2011 年 10 月 14 日、11 月 25 日、2012 年２月 25 日；『韓国日報』2011 年 10 月 14 日、11 月 24 日、
2012 年１月６日；『ネイル新聞』2011 年 11 月４日。
56　『韓国日報』2011 年 11 月 24 日；『東亜日報』2011 年 11 月 25 日。
57　木宮（2003：第４章）参照。
58　大西（2008：第９章）；大西（2014：43-9）参照。 
59　邑・面は、市・郡の下部に当たる韓国の地方の行政組織である。
60　例えば、1972 年のセマウル運動では、選定された 16,600 の町を対象にセメント 500 個、鉄筋１トンずつが一気
に支給され、堤防、農路、個々の家の瓦の改善等を図り、その結果を競った（정우열・남흥범　2013：280）。すな
わち、上から目標が与えられ、与えられた期間内に下のものが達成するという階層性の高い運営方式であった。
61　UR 交渉当時担当事務官として参加した産業通商資源部（旧知識経済部）の官僚 S 課長とのインタビュ－によ
る（インタビュ－日時 2012 年７月 16 日 12 時、韓国果川政府庁舎 2F 食堂）。 
62　金泳三大統領は、1996 年９月 23 日の農民に送る書信にて漁業の競争力向上のために漁民の念願であった海洋
水産部を新設したと述べている（대통령비서실　1997：468）。
63　農林畜産食品部 URL（http://www.mafra.go.kr）参照（2014 年 11 月 16 日検索）。　 
64　産業通商資源部（旧知識経済部）Y 書記官とのインタビュ－による（インタビュ－日時 2012 年７月 27 日１時、
韓国果川政府庁舎３棟１F ロビ－）。
65　行政自治部 URL（http://www.mospa.go.kr/frt/sub/a07/eGovernment2014/screen.do）参照　（2014 年 11 月
19 日検索）。
66　産業通商資源部（旧知識経済部）Y 書記官とのインタビュ－による（インタビュ－日時 2012 年７月 27 日１時、
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韓国果川政府庁舎３棟１F ロビ－）。
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